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1．はじめに
　本稿は、消費課税における事業目的の役割についての検討を通じて、「事業者は消費税を負担しな
い」との通念に対して疑問を提起し、再検討を試みたモノローグである。
　わが国の消費税法は、「事業として」の文言を用いることで、消費税の課税範囲について、事業目
的による制限を設けている。ところで、前段階税額控除方式を採用している消費税においては、「事
業として」で示される事業目的は、税額控除の範囲の制限にも用いられている。その結果として、
事業目的の意義あるいは事業目的でカバーされる範囲が適切に限定されていない場合には、税額控
除の可能な範囲が、消費税の本来の趣旨を逸脱して拡大される可能性がある。
　レストランでの食事やレジャーでの旅行を例に挙げて、このことを具体的に示すと、一般の消費
者には消費税込みの価格が適用されるが、事業者には税額控除を通じて消費税抜きの価格が適用さ
れることになる。こうした二重価格の存在は、事業者はこれらを「事業として（事業目的で）」行っ
たという理由によって説明がなされている。すなわち、消費税の納税義務者である事業者には消費
税の税額控除の権利を付与されており、権利を行使した結果として、税抜き価格の特典を享受でき
る。したがって、二重価格という結果は、何となく不公平な感じがしないでもないが、消費税制度
の仕組みからは当然である（やむを得ない）と一般に解されているように思われる。
　この二重価格の問題と関連するが、個人と法人を含めたところのすべての者は、消費税法上は、
事業者と消費者のいずれかに区分される。事業者は消費税を免除された者であり、消費税を負担せ
ず、消費者のみが消費税を負担する、と一般に説明されている。こうした説明は、広く消費を課税
対象とした税のあり方として、やや疑問が残る。すべての者がついて、同一の消費は同一の税負担
をするのが原則ではないか、との疑問が生ずるのである。こうした一般化した解釈の原因のひとつ
が、消費課税における「事業目的」についての理解のあり方ではないかと考える。
　この問題については、すでに、一度、議論したところであり（会計論叢2号、「交際費に対する消
費税の課税について一仕入税額控除を制限する必要性一」）、そこでは交際費やフリンジベネフィッ
トなどに対する消費税の課税のあり方について論じた。本稿は、そこでの議論の続編ともいうべき
ものであり、2010年末にEUにおいて公表されたグリーンペーパーで事業目的で購入した資産の事
後的な非事業目的への変更の取扱いなどがEU／VATの課税に関連して改めて取り上げられ議論
会計論叢第7号 一16一
されていることも踏まえ、この問題を、さらに消費課税の原則に立ち返り、新たな観点からこの問
題を取り上げようとするものである。すなわち、本稿では、購入と同時に消費される飲食、慰安旅
行あるいはフリンジベネフィットといった性格の消費のみならず、購入後も保有が続く資産（建物
や自動車など）をも対象に含め、こうした資産やサ・一一・・ビスの購入時点およびその後に事業目的から
非事業目的へと使用目的が転換した場合はどうなるかという側面にも議論の範囲を拡大することす
る。本稿の申心的課題は、消費課税における事業者の消費に対する課税のあり方について検討する
ことである。そのうえで、現行の消費税法の構造的な問題点にも触れつつ、消費税における税額控
除のあり方の問題を論ずることとしたい。その意味で、本稿は、前回の論文の続編であり、重複と
なる論点についての論述は省略するD。そして、事業目的で購入した資産を事後的に非事業目的に
転用する場合（例えば、事業用で購入した資産を贈与として譲渡する場合）といった事例にも着目
し、議論を進めることとする2）。
　本稿の目的は、前述のとおり、「消費課税における事業目的とは何か」について考察することであ
る。言い換えると、消費税法にみられる「事業として」の文言のもつ意義を探ることである。そし
て、これを一つの手掛かりとして、事業者の消費に対する課税のあり方を探ることとしたい。
　本稿の進め方は、次のとおりである。
　まず、EUの付加価値税（VAT）における最近の動向に着目し、そこにおける事業目的を巡る問
題状況を解明し、わが国でこの問題を検討するための参考とする。
　次に、わが国の消費税法の個々の規定に着目し、事業目的を示すと考えられる「事業として」の
文言がどのように使用されているかを明らかにする。さらに、所得税法および法人税法の関連規定
との関係について検討する。
　以上の事実関係と検討を踏まえ、消費課税について、事業目的による制約が何のために設けられ
ているのかについて、消費課税制度の基本に戻り検討する。ここでの検討のポイントは、消費税は
消費に対する税であること、消費税は間接税であること、そして、消費税では納税義務者を個人と
法人で区分して取り扱う必然性のないことの三つに絞ることとしたい。消費税の理解のあり方とし
て、「事業目的」の概念に関連して、所得に対する税の延長として理解される傾向が見られるが、こ
れは適切ではないのではないか、との疑問を提起するものである。
　なお、わが国では「事業目的」についての議論を実りあるものとするために、事業者の消費を「事
業者本人の消費」と「事業者の関係者の消費」に区分して考察する方法を採用し、検討内容の深化
を図ることとする。
　最後に、事業目的（あるいは「事業として」）の本来の趣旨に沿った消費税の解釈（さらには、必
要な範囲での制度の手直し）を提言することとしたい。結論として、事業者の消費のすべてを完全
に課税することは困難であるとしても、何らかの基準を設けて課税することが、税の公平負担に資
1）水野忠恒『租税法（第5版）』（有斐閣　2011）751頁～754頁は、現物給与やフリンジベネフィット、あるい
は家事関連費などの面で、所得税における課税問題と類似の問題が消費税においても発生しうることを指摘さ
れている。
2）本稿での問題意識は、交際費等における議論とも重なるが、その支出が業務遂行上の不可欠であるという理
由で、たとえば、レストランでの食事や贈答品の提供が消費税の対象から除外されることは許容されるか、と
いうものである。所得税や法人税での議論と消費税の議論とで異なる取扱いが導かれることとなるが、このこ
　とは所得に対する税と消費に対する税の間での課税目的の相違から許容されうるのではないかと考える。
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することになると考える。さらには、結果として、事業者の消費にかかる現行の仕組みを悪用した
租税回避の防止にも有効な対策となると信じるものである。
2．欧州におけるVATの動向
本章では、わが国での事業目的に関する検討の手掛かりとするために、EU（欧州連合）のVAT
（付加価値税）での事業目的を巡る議論をみていくこととしたい。
2．1．近年の動向
　EUにおけるVATの事業経費の取扱いに関する1990年代前半までの動向については、吉牟田教
授が詳しく論じられている3）。
　EUでは、事業経費の控除範囲の確定に関して、何度か指令案が提示されたものの、結局、これら
の指令案は理事会の採択するところとなっていない。これは、指令案の採択には加盟国の全員一致
での賛成が必要であり、加盟国間でその範囲について意見が一致しないことを反映したものであ
る。
　現状は後述のVAT指令176条1項のとおりであり、「厳密な意味で事業目的といえないものは税
額控除を認められない」とする最低ラインのみが規定され、具体的な制限については、加盟国によ
る全員一致の決定に委ねられた状態となっている。しかしながら、こうした決定はいまだ行われず、
各加盟国が、国内法に基づいて税額控除の範囲の制限を行うという状態が継続している。
　事業目的を巡る議論の一部は、2010年末に欧州委員会が公表したグリーンペーパーから窺い知る
ことができる。そこで、まず、このグリーンペーパーの内容を見ていくこととする。
2．2．グリーンペーパーの背景
　EUでは、現在、　EUおよびその加盟国の財政を支えている付加価値税（VAT）が重大な困難に直
面し、改革の必要に迫られている。最大の課題は、経済のサービス化およびグローバル化に対して、
現在のVATの仕組が適切に対応できていないことにある。こうした状況を打破するために、2010
年末にグリーンペーパーが公表され、VATの抜本的な改革に向けての議論が進められようとして
いる。
　欧州委員会は、2010年12月にグリーンペーパーを公表し4）、抜本的な改革の必要性を訴えるとと
もに、抽象的ではあるが改革の方向性を示すととともに、広く一般から意見を求めている。
　グリーンペーパーおよびその基礎となった作業ペーパーが取り上げている論点は極めて多岐にわ
たっており、わが国にとっても参考となるものである。主要な論点について、その概略を掲げると
次のとおりである。
　単一市場内でのクロスボーダー取引の取扱い：この点が今回の改革案の最重要課題である。現
在、EUでは、　VATの存在がEUの経済的な統合を進めるうえでの大きな障害のひとつとなって
おり、その解決が喫緊の課題となっている。加盟国をまたがる取引が著しく増加しているにもか
かわらず、こうしたクロスボーダーの取引に対するVATの課税ルー一・・ルが不明確な状況となって
3）吉牟田勲「仕入税額控除の諸問題一課非混合企業の配分方式及び交際費等の仕入控除否認を中心に一」『日税
研論集第30号』（財団法人　日本税務研究センター、1995）63頁～82頁
会計論叢第7号 一18一
いるからである。すなわち、税関による国境調整が不在の状況において、取引当事者である供給
者と受領者が異なる加盟国に所在する場合において、その課税関係はどうなるのか、いずれの国
のVAT法を適用し、いずれの国に納税するかという、大変に興味深い問題である。ただし、こ
の問題には本稿では触れないこととする。
　公共機関に対する課税方式の見直し：現在、EUでは、公共機関はVATについて非課税団体と
されているが、民間企業との競争上の歪みや設備投資面での不利益などが目立つようになってい
る。こうした状況を考慮し、見直しを行うことが提案されている。
　非課税制度の見直し：VATにおける金融取引等に対する非課税は、　VATが広く薄く課税する
との原則に反するものであり、かつ、制度上の矛盾を拡大させるものであることから、その見直
しについての検討がなされている。
　税額控除の範囲：非事業目的で物品やサービスを購入した場合や、税額控除の対象とされた資
産の事後的な非事業目的への利用目的の変更があった場合において、税額控除の取扱いをどうす
るかについて、検討と提案がなされている。
　なお、本稿が取り上げることとしているのは、この論点である。
　国際的サービス：EU域内とEU域外との間のサービスのクロスボーダー取引に関して、
OECDでの検討状況などが紹介されている。これは、前述の単一市場内でのクロスボーダー取引
の取扱いの延長ともいえるもので、解決の困難な問題である。
　立法手続き：現行の指令（directive）方式は加盟国間の相違を許容するものであり、納税者に
とって複雑化の大きな要因となっているほか、税制改正には加盟国の全員一致の賛成が必要なた
め迅速な対応が取れないなどの難点があることなどから、その見直しについて検討と提案がなさ
れている。
　税率：労働集約産業に対する軽減税率の適用の是非などについて検討と提案がなされている。
　事務負担の軽減措置：加盟国によって異なっている申告および納付の手続きの統一の必要性な
どついて、検討と提案が行われている。これも、単一市場内でのクロスボーダー取引の取扱いと
関連するが、仕向地主義を採用した場合には、事業者は顧客の所在地国のVAT税制（課税範囲
や税率、・さらには、納税手続き）を把握していることが必要となり、事務負担増加の大きな要因
となっている。
　中小企業対策：小規模企業者の免税基準（加盟国により基準額が違うこと、国外の売上高が算
入されていないことなどが論点）などについて、検討と提案がなされている。
4）“GREEN　PAPER　On　the　future　of　VAT　Toward　a　simpler，　more　robust　and　efficient　VAT　system”
Brussels，1．12．2010　COM（2010）696　final
　以下、この改革案を「グリーンペーパー」と称する。なお、この文書に関連していくつかの文書が欧州委員
会から公表されているが、そのうち、特に重要なのは、改革案の作成担当者による下記の作業ペーパーであり、
改革案の背景や長所・短所の分析など詳しい説明が行われている。以下、このペーパーを「スタッフペーパー」
　と称する。
　Commission　Staff　Working　Document　accompanying　document　to　the　GREEN　PAPER　On　the　future　of
VAT　Toward　a　simpler，　more　robust　and　efficient　VAT　system　Brussels　，1．12．2010　SEC（2010）1455　final
　本章は、主として、以上の文献を参考としている。なお、以上の文書は、EUのホームページで閲覧可能であ
　る。
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　ワンストップショップ：納税者の所在地国において他の加盟国の申告・納付をも併せて可能と
する制度についての検討と提案である。
　大規模な多国籍企業への対応：複数の加盟国をまたがる企業グループ内取引におけるVATの
取扱いについて、検討と提案が行われている。
　VATの徴収方式の見直し：現行のVATの納税の仕組みに対する四つの代替案（代金を本体価
格と税金を区分し、税金は国庫に直接納付し、本体価格のみを供給者に送金する方式など）が示
され、検討と提案がなされている。
　誠実な納税者の通脱からの保護：納税者が通脱事件に巻き込まれた場合に、税額控除を否認さ
れるというリスクを負うことから、こうした納税者を保護するための措置について、検討と提案
がなされている。
　VATシステムの効率化：ITを利用した納税と税額控除の同時化などの方向について、検討と
提案がなされている。
2．3．グリーンペーパーにおける事業目的に関連した部分の紹介
　グリーンペーパーにおける事業目的に関連する部分である「3．1．3　Deductions（税額控
除）」の前段を紹介すると、次のとおりである5）。なお、後段は、税額控除の時期の問題、すなわち、
物品またはサービスの供給にかかる納税および税額控除の時期と代金の支払時期の関係を扱ったも
のであり、本稿とは直接の関係がないので、ここでの紹介は省略する。
（仮訳）
　3．1．3税額控除
　インプットVATを税額控除する権利は、税が事業者にとって中立的であることを保障するう
えで基本的なものである。VATの税額控除が認められる範囲が重要であるが、　VATがいつどの
ように税額控除されるかも重要である。
　中立的であるためには、課税対象たる経済活動に用いられた物品およびサービスに対する
VATが完全に税額控除される必要がある。物品またはサービスが多目的（課税活動、非課税活
5）参考として原文を示すと次のとおりである。
　3．　1．3　Deductions
　The　right　to　deduct　input　VAT　is　fundamental　to　ensuring　that　the　tax　is　neutral　for　businesses．　The　extent
to　which　VAT　is　deductible　is　the　key　factor，　but　other　factors　include　when　and　how　VAT　should　be
deducted．
　To　be　neutral，　VAT　on　goods　and　services　that　are　used　for　taxed　economic　activities　must　be　fully
deductible．　It　can　be　difficult　to　achieve　this，　and　thereby　offer　a　level　playing　field　for　businesses　across　the
EU，　in　cases　where　goods　or　services　are　used　for　multiple　purposes（taxed　activities，　exempt　activities　or
non－business　purposes）and　changes　in　this　use　occur　during　the　economic　lifetime　of　the　goods　or　services．
　Restrictions　on　the　right　to　deduct　are　necessary　where　goods　or　services　are　also　used　for　non－business
purposes（mainly　private　consumption）．Flat－rate　restrictions　may　solve　the　problem　where　the　ratio　of
business　to　private　use　is　difficult　or　even　impossible　to　determine，　but　they　should　be　consistent　with　the
economic　reality　rather　than　a　means　of　generating　additional　revenue．
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動または非事業目的）で使用され、かつ、使用目的の変更がこれら物品またはサービスの経済的
な耐用年数内に生じた場合には、中立性を維持することは困難であり、かつ、EU域内での事業者
間の平等な競争条件（level　playing　field）を提供することは困難となる。
　税額控除の権利の制限は、物品またはサービスが非事業目的（主として、私的な消費）にも使
用された場合に必要である。私的使用に対する事業的使用の割合の決定が困難であるかまたは不
可能である場合には、定率（且at　rate）での制限がこの問題の解決を可能とする。ただし、それは、
追加的な税収を得る手段としてではなく、経済的な真実に合致させるためのものであるべきであ
る。
2．4．税額控除の制限の必要性について
　グリーンペーパーにおける「事業目的」に関連した記述は以上のとおりである。ここにおいて、
本稿が議論しようとしている論点を見出すことができる。
　そのポイントは、事業者にとって税額控除の権利は付加価値税において本質的であり重要なもの
であるが、それは絶対的なものではなく、非事業目的（あるいは私的な目的）での物品またはサー
ビスが購入されまたは使用された場合には、むしろ、中立性の観点などから、税額控除の権利は制
限されなければならい、という考え方である。
　次いで、分析が示されている。物品やサービスの供給は、購入目的から三つに区分されるとする。
すなわち、一つには「課税目的のもの」、二つには「非課税目的のもの」、三つには「非事業目的（私
的目的のもの）である。さらに、これら三つの目的が混在されたものもあることが示されている。
さらに、ある目的で購入された物品やサービスが、その後において他の目的に変更された場合の問
題点も指摘されている。
　これらの問題に係る解決策は示されていないが（そもそもこのグリーンペーパーは、利害関係者
からのコメントを求めることを目的としたものであり、具体的な解決策が提案が示されているわけ
ではない。）、その解決に向けたあるべき方向性が示されているにすぎない。本文によると、税額控
除の権利の制限は、税収確保を目的としたものであっではならず、あくまでも、経済的な真実を反
映したものとすることが求められている。
2．5．スタッフペーパーによる補足
　グリーンペーパーの記述の趣旨を理解するうえで、グリーンペーパーのプロジェクトに携わった
欧州委員会のスタッフが作成した解説用のペーパーが参考となる。スタッフペーパーによると、税
額控除の権利の制限に関する指令案は、これまでに何度も提案されたものの理事会の承認を得るこ
とができないまま廃案をなってきている事実を紹介したうえで、最近の動向に言及している。ス
タッフペーパーの関係部分の要旨を紹介すると、次のとおりである6）。
　　　2007年に欧州委員会は新たな指令案を提出しているが、その主目的は、納税者がインプット
　　において税額控除を可能とする基本的な権利を事業目的に限定（refine）するためのルールを
　　導入することであった。
　　　事業目的と非事業目的の双方の目的を有する物品またはサービスの購入が行われた場合、現
　　行制度では、原則として、完全な税額控除の権利を行使することが認められ、その後の私的な
　　利用の段階で課税が行われるだけである。そのために、特に、不動産に関連して、納税者に多
　　額の不当なキャッシュフロー面の特典を付与することになっている。新たな指令の目的は、当
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初の控除を事業目的部分に限定することであった。同時に、事後調整の仕組を導入し、事業目
的と非事業目的の間の利用の変動を考慮に入れるようにすることであった。
　さらに、事業用資産の非事業用での利用の取り扱いについて、上記の記述に続く形で、下記の記
述がなされている。その要旨は、次のとおりである。
　　　現状では、ある資産が一旦事業用資産として購入され税額控除が認められた場合には、その
　　後に、非事業用に使用され、その結果として課税が行われるとしても、事業者はキャッシュフ
　　ローの面で大きな便益を受け取ることになる。そこで、2009年の指令では、調整規定を設ける
　　ことで、こうした状況の改善を図ることとされている。ただし、成果については、今後の動向
　　をみていく必要がある。
　スタッフペーパーはさらに、加盟国相互で取扱いの異なっていることによる歪みの問題にも言及
しているが、本稿とは直接関係がないので、この点については省略する7）。
　以上のとおり、事業目的で購i入した資産がその後に非事業目的（私的な目的）に転用された場合
の取扱いが、事業目的に関係した当面の論点であることが明らかにされている。
　スタッフペーパーが取り上げた論点について若干の検討を加えると、次のとおりである。
　EU／VATでは、資産を購入した時点で、それが事業目的であった場合には税額控除が認められ、
非事業目的であった場合には、税額控除は認められない。そして、事業目的で購入した資産につい
て、事後的に非事業目的への転用があった場合には、取得時の税額控除の調整（取戻し）が問題と
なる。この点について各国の取扱いが異なっており、EU全体にとって歪みの原因となっていた。
そこで、合理的な調整規定を導入することで、改善を図ることとされたものである。
2．6．VAT指令における「事業目的」の関連条項
本節では、事業目的を巡る上記の議論の背景を理解するために、EUのVAT指令における事業
目的の関連規定をみていくこととする8）。
2．6．1　納税義務者
まず、納税義務者については、VAT指令9条1項第1文が、「その活動の目的や結果にかかわら
6）参考として、関係部分の原文（p．39）を示すと次のとおりである。
　In　2007，　the　Commission　proposed，　amongst　other　items，　a　Directive　which　included　rules　to　refine　the
right　of　deduction’s　basic　rule　that　a　taxable　person　may　deduct　VAT　on　input　only　in　so　far　as　the　goods　and
services　are　used　for　transactions　that　give　rise　to　deduction．　Under　ECJ　case　law，　there　was　no　way　of
preventing　taxable　persorls　from　allocating　mixed－use　goods（used　for　both　business　and　non－business
purposes）wholly　to　business　assets　and　deducting　the　whole　amount　of　VAT　immediately　and　in　full　，　insofar
as　private　use　was　subsequently　taxed　as　a　service　over　time．This　created　considerable　unjustified　cash－flow
advantages　for　the　taxable　persons　concerned，　especially　in　relation　to　immovable　property．　The　purpose　of
the　new　Directive，which　was　adopted　in　2009　and　will　take　effect　from　l　January　2011，is　to　restrict　upfront
deduction　to　effective　business　use．　At　the　same　time，　a　correction　mechanism　should　take　fluctuations
between　business　and　private（nonbusiness）use　into　account．
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ず、独立して経済活動を行う者」が納税義務者となることを明らかにしている9）。なお、個人と法
人で課税取扱い上の区分は設けられていない。個人、法人のみならず、パートナーシップなども納
税義務者になると解されている。
7）参考として、関連部分の原文（p．41、4．3．2．Provisions　with　the　non－business（private　use）of
business　assets；adjustments　and　correctionsの一部）を示すと次のとおりである。
　　　The　Directive　adopted　on　22　December　2009　provides　specific　rules　on　exercising　the　right　of　deduction　in
　the　light　of　the　principle　that　deduction　arises　only　in　so　far　as　goods　and　services　are　used　for　a　business
　activity．
　　　Problems　had　at　first　arisen　in　relation　to　the　initial　exercise　of　the　right　of　deduction　for　immovable　property
　not　exclusively　used　for　business　purposes．　Once　allocated　to　business　assets，　even　where　business　use　was
　minimal　the　total　amount　of　VAT　could　be　deducted　upfront　and　private　use　would　be　output　taxed　via　the
　　‘full　cost’valuation　rules　over　a　period　of（in　some　cases）up　to　20　years，　creating（unjustified）cash－flow
　advantages．
　　　The　2009　Directive，firstly，　restricts　the　initial　exercise　of　the　right　of　deduction　for　immovable　property　to
　effective　business　use；immediate　and　full　deduction　in　the　case　of　mixed　use　is　therefore　no　longer　possible．
　　　Secondly，　it　introduces　a　‘correction　mechanism’in　addition　to　the　existing　system　of　adjustment　for
　caPital　goods．
　　　In　order　for　the　adjustment　system　to　be　applicable，　a　person　must　first　acquire　capital　goods　as　a　taxable
　person　and　allocate　them　to　business　assets．　Fluctuations　during　the　adjustment　period　between　taxed
　business　use（giving　rise　to　a　right　of　deduction）and　exempt　business　use（not　giving　rise　to　a　right　of
　deduction）are　taken　into　account　via　the　adjustment　system．
　　　However，　no　specific　comparable　parallel　rules　catering　for　a　similar　division　between　business　and
　non－business　use　of　assets　were　available．　Although　non－business（private）use　of　a　business　asset　was　to　be
　taxed　as　a　deemed　service（under　Article　26　of　the　VAT　Directive），there　was　no　adjustment　mechanism　in
　favour　of　the　taxable　person　if　business　use　increased　beyond　the　initial　business　use．
　　　If，　under　the　new　rules　on　forced　apportionment，　an　asset　were　seen　as　being　partly　allocated　to
　non－business　use（where　the　taxable　person　was　previously　free　to　allocate　mixed－use　goods　entirely　to
　business　assets）no　adjustment　of　the　tax　relating　to　the　non－business　part　in　favour　of　the　taxable　person　was
　allowed．
　　　Therefore，　the　new　rules　are　intended　to　deal　with　this　problem　via　a　‘correction’system（in　relation　to
　increase／decrease　of　business　and　non－business　use）、by　analogy　with　the　adjustment　system　and　by
　excluding　the　otherwise　applicable　output　tax　rules　in　the　case　of　a　subsequent　decrease　in　business　use
　　（Article　260f　the　VAT　Directive）．
　　　Thirdly，　particularly　in　comparison　with　the　original　Commission　proposal，　the　scope　of　the　Directive　was
　extended，　via　an　option　for　the　Member　States，　to　all　goods　forming　part　of　business　assets．
　　　As　this　legislation　will　come　into　effect　from　l　January　2011，it　is　too　early　to　assess　its　effects，　but　some
　observations　may　be　made．
8）なお、VAT指令の原文は、　EU　VAT　Compass　2011／2012（IBFD　2011）からの引用である。
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2．6．2　課税対象
　課税対象は物品の供給とサービスの供給から構成され、物品の供給は、14条1項が「有形資産を
所有者として処分する権利の譲渡」と規定しているlo）。
　次に、サービスの供給は、24条1項が「物品の供給に該当しないすべての取引」と規定している11）。
　EU／VATでは、物品の供給とサービスの供給を合わせて「物品およびサービスの供給」として表
現されることが多い。なお、わが国消費税法では、後述のとおり、課税範囲について「資産の譲渡
等」との表現が用いられ、資産の譲渡等は「資産の譲渡および貸付、若しくは役務の提供」を示す
ものとされている。EU／VATにおける「物品およびサービスの供給」の範囲とわが国の「資産の譲
渡等」の範囲が同一であるか否かについては議論の余地があると思われるが、本稿の論旨とは直接
の関係はないので、基本的には同一のものとして議論を進めることとしたい。
　なお、サービスの供給にかかる規定の一部を構成する26条1項は、次のとおり規定している12）。
（仮訳）
　「下記の取引は、対価を得て行われたサービスの供給として取り扱うものとする。
　（a）納税義務者またはそのスタッフによる私的利用のために、より一般的には、事業目的以外の
　　　目的のための、事業者の資産の一部を構成する物品の使用（当該物品に係るVATの全額ま
　　　たは一部が税額控除されている場合に限る）
　（b）納税義務者により無償で実行された、自己またはスタッフの私的利用目的での、より一般的
　　　には、事業目的以外の目的での、サービスの供給」
　以上のとおり、事業目的以外での物品の利用については、サービスの供給があったものとみなす
こととしている。この規定は、わが国の消費税法4条4項に対応するものと言えるが、わが国の規
定と比較すると適用範囲がかなり広い。
9）参考として原文を示すと、次のとおりである。
　　‘Taxable　person’　shall　mean　any　person　who，　independently，　carries　out　in　any　place　any　economic
　activity，　wherever　the　purpose　or　results　of　that　activity．
10）参考として原文を示すと、次のとおりである。
　　‘Supply　of　goods　shall　mean　the　transfer　of　the　right　to　dispose　of　tangible　property　as　owner．
11）参考として原文を示すと、次のとおりである。
　　‘Supply　of　services’shall　mean　any　transaction　which　does　not　constitute　a　supply　of　goods．
12）参考として原文を示すと、次のとおりである。
　Each　of　the　following　transactions　shall　be　treated　as　a　supply　of　services　for　consideration：
　（a）the　use　of　goods　forming　part　of　the　assets　of　a　business　for　the　private　use　of　a　taxable　person　or　of　his　staff
　or，　more　generally，　for　purposes　other　than　those　of　his　business　，　where　the　VAT　on　such　goods　was　wholly
　or　partly　deductible；
　（b）the　supPly　of　services　carried　out　free　of　charge　by　a　taxable　person　for　his　private　use　or　for　that　of　his
　staff　or，　more　generally，　for　purposes　other　than　those　of　his　business．
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2．6．3．公開市場価格（OMV）
　課税標準を算出する場合の特例規定のひとつである80条1項の第1文によると、物品またはサー
ビスの供給が関係者に対するものである場合には、公開市場価格（open　market　value：OMV）に基
づいた金額を用いるものとしている。条文の内容は、次のとおりである13）。
　（仮訳）
　　脱税または租税回避を防止するために、加盟国は、下記の場合には、加盟国により定義された
　家族関係その他の密接な人的つながり、経営、所有、メンバーシップ、金融上または法律上のつ
　ながりを含んだ物品またはサービスの供給について、その課税標準が公開市場価格となることを
　確保するために、必要な措置を取ることができる。
　（a）その対価が公開市場価格よりも低く、かつ、当該供給の受領者が167条から171条および173
　　　条から177条の税額控除の権利を完全に有していない場合
　（b）以下省略　　　」
　ここで、「税額控除の権利を完全に有してない場合」とは、金融機関など非課税売上の割合が大き
い納税者の場合を指している。VATの特徴として、物品やサービスの受領者が完全な税額控除の
権利を有している場合には、供給者が納付するVATの金額と受領者が行使する税額控除の金額が
同額となり、租税回避や脱税の可能性がなく、公開市場価格を援用するまでもないからである。
　なお、1項の第2文では、雇用主と家族のほか、雇用主と従業員とのつながりが特殊関係に含ま
れることが強調されている14）。これは、事業者が従業員に時価よりも低額で物品やサービスを提供
する場合を想定したものである。
　公開市場価格の定義については、72条1項において、独立企業間取引（arm’slength）のルールの
適用されることが明確にされている15）。わが国の消費税法には、これに対応する規定は存在しない。
5．6．4．税額控除の制限
　VAT指令176条が税額控除の制限について規定している。1項の第1文は、税額控除の制限の範
囲について加盟国間で意見の統一を図るべきことを明らかにし、そのうえで、176条1項の第2文が、
いわば最低限のルールとして、次のとおり規定している16）。
13）参考として原文を示すと、次のとおりである。
　In　order　to　prevent　tax　evasion　or　avoidance，Member　State　may　in　any　of　the　following　cases　take　measures
　to　ensure　that，　in　respect　of　the　supply　of　goods　or　services　involving　family　or　other　close　personal　ties，
　management，　owrlership，　membership，　financial　or　legal　ties　as　defined　by　the　Member　State　，　the　taxable
　amount　is　to　be　the　open　market　value：
　（a）where　the　consideration　is　lower　than　the　open　market　value　and　the　recipient　of　the　supply　does　not　have
　afull　right　of　deduction　under　Article　167　to　171　and　Article　173　to　l77；
　（b）；以下省略
14）参考として原文を示すと次のとおりである。
　For　the　purpose　of　the　first　subparagraph，　legal　ties　may　include　relationship　between　an　employer　and
　employee　or　the　employee’sfamily，　or　any　other　closely　connected　persons．
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（仮訳）「厳密に事業経費（business　expenditure）でないもの、例えば、奢修的経費（luxuries）、
　　娯楽遊興費（amusements）または接待費（entertainment）のVATは、いかなる場合にも、
　　税額控除は認められない。」
　上記の表現は極めて抽象的であり、具体的な指針となり難いが、176条1項の第1文では、欧州理
事会が、欧州委員会の提案に基づき、全員一致の原則に従い、税額控除ができない事業用経費の範
囲を決定することとされている。これに基づき、欧州委員会からは、事業用経費の控除の制限に関
する提案が何度もなされているが、理事会の承認が得られないまま今日に至っている17）。
　ここで、VAT　Compassl8）を用いて、主要国の税額控除の制限の概略を紹介すると、次のとおりで
ある。
2．7．1．フランス
スタッフのためのホテルの宿泊費
旅行費用：スタッフの通勤等を除く
旅行用の乗り物（自動車、バイク、船舶、航空機）：燃料を含む
15）参考として原文を示すと、次のとおりである。
　　For　the　purpose　of　this　Directive，　‘open　market　value’shall　mean　the　full　amount　that　，　in　order　to　obtain
　the　goods　or　services　in　question　at　that　time，a　customer　at　the　same　marketing　stage　at　which　the　supply　of
　goods　or　services　takes　place，would　have　to　pay，　under　conditions　of　fair　competition，　to　a　supply　at　arm’s
　length　within　the　territory　of　the　Member　State　in　which　the　supply　is　subject　to　tax．
　　Where　no　comparable　supply　of　goods　or　services　can　be　ascertained，　bpen　market　value’shall　mean　the
　following：
　（1）in　respect　of　goods，　an　amount　that　is　not　less　than　the　purchase　price　of　the　goods　or　of　similar　goods　or，
　in　the　absence　of　a　purchase　price，　the　cost　price，　determined　at　the　time　of　supply：
　（2）in　respect　of　services，　an　amount　that　is　not　less　than　the　full　cost　to　the　table　person　of　providing　service．
16）参考として原文を示すと、次のとおりである。
　　VAT　shalhn　no　circumstances　be　deductible　in　respect　of　expenditure　which　is　not　strictly　business
　expenditure，　such　as　that　on　luxuries，　amusements　or　entertainment．
17）こうした経緯については、前述の吉牟田教授の論述が参考となる（税研論集30号「仕入税額控除の諸問題」
　63頁～73頁））。本書によると、既に廃案となっているが、第12次指令案で示された控除否認項目の概略は次の
　とおりであり、いかなる支出が控除制限の候補となるかを考えるうえで参考となる。
　　　　　　　レジャー用ボート、私的航空機、乗用車、オートバイ
　　　　　　　業務用旅行費用
　　　　　　　宿泊、食事、飲料の支出
　　　　　　　交際費および交際施設の支出
　　　　　　　娯楽、奢修支出
　　なお、ここで「奢修支出」とは何かが疑問となるが、「金額・性質が通常の事業的支出を構成しないもの」と
　定義されている。
18）“EU　VAT　Compass　2011／2012”IBFD　2011、　pp．569～576
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年間1人当り60ユーロ以上の贈与
2．　7．　2．　ドイッ
旅行費用およびホテルの宿泊費：ただし、当該費用が所得税において控除可能な場合を除く
35ユーロ以上の、従業員以外の者に対する贈与
輸送手段：ただし、もっぱら事業目的の場合を除く
2．7．3．オランダ
レストランの費用
現物給与、フリンジベネフィット、贈与：年間227ユーロを超える場合
奢修品
2．7．4．英国19）
第三者の接待費
乗用車：もっぱらレンタルなどの事業目的の場合を除く
2．8．小括
　以上のとおり、事業目的とはいえない支出について税額控除が制限されるべきことはVAT指令
から明確であるが、いかなる範囲の支出を制限するかについては加盟国間で意見が一致せず、いま
だに加盟国がそれぞれの国内法で具体的な制限の範囲を決めているのが現状である。
　なお、購入物品のうち既に税額控除の対象とされていたものが、その後に、非事業目的で譲渡さ
れた場合には、サービスの提供があったものとして課税することとされている。また、その際の価
格としては、租税回避防止等の観点から、公開市場価格（OMV）を適用すべきものとされている。
　EU委員会が公表したグリーンペーパーの事業目的に関連した部分の趣旨は、要するに、現行の
事業目的と非事業目的に関連した制度の運用には従来から問題が生じていることを明らかにすると
とともに、最近生じている新たな問題を示すものであると思われる20）。すなわち、現在のVAT指
令では、事業目的として購入し税額控除の認められた物品が事後的に非事業目的に転用された場合
の取扱いが必ずしも明確ではなく、課税実務で混乱を招いていることから（欧州司法裁判所でも争
われている）、この点についてのEU共通のルールの必要性を訴えたものと考えられる。
3．わが国の現状
　本章では、わが国の消費税における「事業目的」の取扱いの現状を明らかにするために、消費税
法、所得税法および法人税法の関連規定を順次紹介し、かつ、それらの相互関係について検討を試
みることとする。
19）英国では、EU加盟時の経緯から食料品等についてゼロ税率の適用が認められていることに留意する必要が
　ある。
20）なお、非課税売上に対応した課税仕入れについては、後述のとおり、わが国の消費税法も税額控除を制限す
　るルールを設けている。なお、非課税売上対応の課税については、本稿のテーマから外れるので、取り上げな
　いこととする。
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3．1．消費税法における「事業目的」に関連した条項
消費税法に規定されている「事業目的」に関連のある条項を順次みていくこととする。
3．1．1．課税主体に関する規定
　わが国の消費税法によると、課税主体は「事業者」である。すなわち、消費税法5条1項におい
て、「事業者は、国内において行った課税資産の譲渡等につき、この法律により、消費税を納める義
務がある。」と規定している21）。
　まず、「事業者」とは誰か、が疑問となるが、消費税法2条1項4号は、事業者について「個人事
業者および法人」をいうと定義し、さらに、2条1項3号において、個人事業者を「事業を行う個
人」と定義している。
　なお、消費税法基本通達1－1－1は、個人事業者の納税義務に関する事項のなかで、個人事業
者と給与所得者の区分について言及し、次の説明を加えている。
　　「事業者とは、自己の計算において独立した事業を行う者をいうから、個人が雇用契約又はこれ
　に準ずる契約に基づき他の者に従属し、かつ、当該他の者の計算により行われる事業に役務を提
　供する場合は、事業に該当しないのであるから留意する。（以下省略：筆者）」
以上のとおり、消費税の納税義務者は、個人事業者と法人とされている。
3．1．2．課税対象についての規定
　課税対象については、「資産の譲渡等」とされている。すなわち、消費税法4条1項は、「国内に
おいて事業者が行った資産の譲渡等については、この法律により、消費税を課する。」と規定してい
る。
　そこで、「資産の譲渡等」とは何か、が疑問となるが、2条1項8号において、資産の譲渡等とは
「事業として対価を得て行われる資産の譲渡及び貸付並びに役務の提供（括弧内省略；筆者）をいう。」
と規定している。ここで「事業として」行われた取引のみが課税対象となることが明らかにされて
いる。
　「事業として」の文言が挿入された趣旨が疑問となるが、この点について基本通達5－1－1が次
のとおり解説を加えている。
　　「法第2条第1項第8項（資産の譲渡等の意義）に規定する「事業として」とは、対価を得て行
　われる資産の譲渡及び貸付並びに役務の提供が反復、継続、独立して行われることをいう。」
この通達には、さらに、次の注記が加えられている。
　「（注）1．個人事業者が生活の用に供している資産を譲渡する場合の当該譲渡は、「事業として」
21）法5条2項は、「外国貨物を保税地域から引き取る者は、課税貨物につき、この法律により、消費税を納める
　義務がある。」として、輸入時における納税義務者について規定しているが、これは、物品の輸入という状況に
　おける、消費者本人に対する直接的な課税を規定したものであり、本稿とは直接関係がないでの、言及しない
　こととする。
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　には該当しない。
2．法人が行う資産の譲渡及び貸付並びに役務の提供は、そのすべてが「事業として」に
　該当する。」
　この通達を読むと、個人事業者の場合に資産の譲渡等に事業として行われるものと事業として行
われたのでないものがあること、そして、法人の場合には、資産の譲渡等はすべて事業として行わ
れたものとして取り扱おうとしていることが明らかとなる。通達によるこうした解釈は、実務で税
額控除が認められる範囲を考えるうえで重要である。
　なお、実際に課税対象とされるのは、資産の譲渡等のすべてではなく、そのうちの課税資産の譲
渡等であり（法28条1項）である。法2条1項9号は、課税資産の譲渡等について、「資産の譲渡等
のうち、第6条第1項（非課税）の規定により消費税を課さないこととされるもの以外のものをい
う。」とし、実際に課税対象となるのは、資産の譲渡等に該当するものから非課税とされるものを除
いたものとされている。
　以上により、課税対象は、個人事業者の場合には、事業目的により行われた課税資産の譲渡等（た
だし、非課税に該当するものを除く。）であり、法人の場合には、事業目的であるか否かを問わずす
べてが課税資産の譲渡（ただし、非課税に該当するものを除く。）となる。
3．1．3．仕入税額控除についての規定
　事業者が行った仕入に係る税額控除については、30条1項が「事業者（括弧内省略；筆者）が、
国内において行う課税仕入れまたは保税地域から引き取る課税貨物については、次の各号に掲げる
場合の区分に応じ当該各号に定める日の属する課税期間の第45条第1項第2号（課税資産の譲渡等
についての確定申告）に掲げる課税標準額に対する消費税額（括弧内省略；筆者）から、当該課税
期間中に国内において行った課税仕入れにかかる消費税額（括弧内省略；筆者）及び当該課税期間
における保税地域からの引取りに係る課税貨物（括弧内省略；筆者）につき課された又は課される
べき消費税額（括弧内省略；筆者）の合計額を控除する。」と規定している。
　ここで、「課税仕入れ」とは何かが疑問となるが、2条1項12号が、課税仕入れとは「事業者が、
事業として他の者から資産を譲り受け、若しくは借り受け、又は役務の提供（所得税法（昭和40年
法律第33号）第28条第1項（給与所得）に規定する給与等を除く。）を受けること（当該他の者が事
業として当該資産を譲り渡し、若しくは貸し付け、又は当該役務の提供をしたとした場合に課税資
産の譲渡等に該当することとなるもので、第7条第1項各号（輸出免税等）に掲げる資産の譲渡等
に該当するもの及び第8条1項［輸出物品販売場における輸出物品の譲渡に係る免税］その他の法律
または条約の規定により消費税が免除されるもの以外のものに限る。）をいう。」と規定している22）。
　ここで、「事業として」行われた取引のみが課税仕入れに該当することが明らかにされている。
　基本通達11－1－1は、「課税仕入れ」について、次の説明を加えている。
　　「課税仕入れとは、事業者が、事業として資産を譲り受け、若しくは借り受け、又は役務の提供
　　を受けることをいうから、個人事業者が家事消費又は家事使用をするために資産を譲り受け、
　　若しくは借り受け、又は役務の提供を受けることは、事業として行われたものでないから、課
　　税仕入れに該当しないことに留意する。」
22）保税地域からの引取りについては、本稿のテーマから外れるので、言及しない。
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　ここで、「課税仕入れ」について、税額控除が認められるか否かの区分がなされるのは、個人事業
者の場合のみであって、法人の場合には、こうした区分は行わないことが明確にされている23）。こ
れは、前記の基本通達5－1－1の注記と整合性を取ったものと考えられる。
　なお、個人事業者におけるこうした取扱いは、後述の所得税法45条の取扱いとの関連性を指摘す
ることが可能である。
　参考として基本通達11－2－3を紹介すると、現物給付する資産の取得について、次の説明がな
されている。
　　「事業者が使用人等に金銭以外の資産を給付する場合の当該資産の取得が課税仕入れに該当す
　るかどうかは、その取得が事業としての資産の譲受であるかどうかを基礎として判定するのであ
　り、その給付が使用人等の給与として所得税の対象とされるかどうかにかかわらないのであるか
　ら留意する。」
　以上のとおり、事業者のうち個人事業者について、「事業として」の文言による税額控除の制限の
効果として、「家事費」に相当するものは税額控除を認めないこととされている。したがって、「家
事費」に該当しないものは、すべて税額控除が可能となる。他方、法人については、「事業として」
の文言は事実上空文化しており（空振りになっている。）、そのすべてについて税額控除が可能となっ
ている。
3．1．4．仕入税額控除の事後的な調整
　消費税法の33条から35条は、30条の仕入税額控除に関係して、事後的な税額控除の調整について
規定している24）。
　まず、33条であるが、課税売上割合が大幅に変動した場合の調整ルールを定めたものである。調
整対象固定資産について、課税売上割合が3年間で大きく変動した場合に、仕入れにかかる消費税
額を調整することとされている。
　34条と35条は、当該資産の課税業務と非課税業務の間で転用があった場合の規定である。すなわ
ち、34条は、課税業務用調整対固定象資産を3年以内に非課税業務用に転用した場合の仕入にかか
る消費税額を調整するものである。35条は、非課税業務用の調整対象固定資産を3年以内に課税業
務用に転用した場合の仕入れに係る消費税額の調整することとしている。
　以上のとおり、購入した固定資産のうち一定のものについて、3年間に限定して、課税売上と非
課税売上との間での転用があった場合について、消費税額の調整を行うこととされている。
　なお、資産が事業目的から非事業目的に、非事業目的から事業目的に転用があった場合について
は、消費税額の調整の規定は設けられていない。この点は本稿の議論からは重要なポイントである。
23）「消費税法基本通達逐条解説（平成16年版）」532頁によると、個人事業者の場合には、消費者の立場で資産の
　譲渡等が行われることがあることから、こうした場合には課税仕入れにとしての税額控除が認められないこと
　を明確化したものである、との説明がなされている。
24）なお、法36条も事後的な調整規定であり、課税事業者から免税事業者になった場合および免税事業者から課
　税事業者になった場合について、棚卸資産についての消費税額の調整について規定しているが、本稿とは直接
　の関係がないので、言及しないこととする。
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ただし、部分的ではあるが、次に述べる4条4項（みなし規定）が、一定の調整の役割を果たして
いる。
3．1．5．みなし規定
　上記の「資産の譲渡等」の定義には該当しない行為であっても、一定の場合には、これらを資産
の譲渡等とみなすこととしている。すなわち、法4条4項は次のとおり規定している。
　「次に掲げる行為は、事業として対価を得て行われた資産の譲渡等とみなす。
　一　個人事業者が棚卸資産又は棚卸資産以外の資産で事業の用に供していたものを家事のために
　　消費し、又は使用した場合における当該消費又は使用25）
　二　法人がその資産をその役員（法人税法第2条第15号（定義）に規定する役員をいう。）に対し
　　て贈与した場合における当該贈与」26）
　個人と法人とで規定振りが異なっていることが注目される。
　個人の場合には、資産を棚卸資産と棚卸資産以外の資産に区分し、前者はすべての資産、後者は
事業用とされていた資産について、家事消費または家事使用に利用した場合について、これらを資
産の譲渡等に該当するものとしている。この取扱いは、後述の所得税法39条の取扱いに準じたもの
とみることができる。なお、家事消費あるいは家事使用の概念に含まれる取引の範囲が次の問題と
なる。
　他方、法人の場合には、資産を棚卸資産と棚卸資産以外の資産に区分することなく、すべての資
産について、これらを役員に贈与した場合に、資産の譲渡等に該当するものとしている。法人税法
には、これに直接関連した規定は存在しない。ただし、間接的ではあるが、法人税法34条が役員給
与を原則として損金不算入としていることとの関連性を指摘できよう。
　以上の規定振りから、個人事業者の場合の、それも棚卸資産以外の資産に限って、事業目的でな
い資産の購入があることが想定されていることを見て取ることができる。
　この規定をEUのVAT指令と比較してみると、租税回避目的での取引に関連した公開市場価格
適用に関する規定との類似性を指摘することもできる。
3．2．所得税法の関連規定
所得税法における、「事業として」の文言と関連があると想定される規定を見ていくこととする。
　まず、収入金額の計算について、所得税法の第39条および第40条が注目される。まず、第39条（た
な卸資産等の自家消費の場合の総収入金額算入）は、次のとおり規定している。
25）ここで、「事業の用に供していたもの」との表現が使われている。これは、個人事業者の棚卸資産以外の資産
　については、事業の用に供していたものと事業の用に供していなかったものがあることを前提とし、前者につ
　いて、その目的が途中で変更された場合を想定した規定であると考えられる。
26）役員への資産の譲渡については、法28条1項但書において、無償ではなく、著しく低額で譲渡した場合の取
　扱いが規定されている。それによると、実際の取引価格ではなく、その資産の価額に相当する金額を対価の額
　として課税標準に含めるものとされている。
　　この点は、消費税においては、客観的価値ではなく、主観的価値をもって課税対象たる資産の譲渡等の対価
　とする原則の例外となるものである。
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「居住者がたな卸資産（これに準ずる資産として政令で定めるものを含む。）を家事のために消
費した場合又は山林所得を伐採して家事のために消費した場合には、その消費した時における
これらの資産の価額に相当する金額は、その者のその消費した日の属する年分の事業所得の金
額、山林所得の金額、又は雑所得の金額の計算上、その総収入金額に算入する。」
次に、第40条1項（たな卸資産の贈与等の場合の総収入金額算入）は、次のとおり規定している。
　「次の各号に掲げる事由により居住者の有するたな卸資産（事業所得の基因となる山林その他
　たな卸資産に準ずる資産として政令で定めるものを含む。）の移転があった場合には、当該各号
　に掲げる金額に相当する金額は、その者のその消費した日の属する年分の事業所得の金額、山
　林所得の金額、又は雑所得の金額の計算上、その総収入金額に算入する。
　一　贈与（括弧内省略筆者）又は遺贈（括弧内省略　筆者）当該贈与又は遺贈の時における
　　そのたな卸資産の価額
　二　著しく低い価額の対価による譲渡　当該対価の額と当該譲渡の時におけるそのたな卸資産
　　の価額との差額のうち実質的に贈与をしたと認められる金額」
以上の規定は、消費税法4条4項1号の規定との関連性を推測させるものである。
　さらに、必要経費については、次の第45条1項（家事関連費等の必要経費不算入等）が次のよう
に規定しており、注目される。
　「居住者が支出し又は納付する次に掲げるものの額は、その者の不動産所得の金額、事業所得の金
　　額、山林所得の金額又は雑所得の金額の計算上、必要経費に算入しない。
　　一　家事上の経費及びこれに関連する経費で政令で定めるもの
　　（二号以下省略　筆者）」
　ここで、「家事上の経費」とは何かが疑問となる。通達には明記されていないが、「要説　所得税
法」（平成18年版　野水鶴雄　税務経理協会）204頁によると、「衣食住費、教養費、養育費、趣味娯
楽費などの家事上の経費」との説明がなされており、「家事上の経費」とは個人的な経費に限定され
たものであると推測される。たとえば、本人や家族、それに家族以外の従業員を含めた従業員旅行
の費用は、必要経費に含められ、家事費には該当しないと解されていると考えられる。
　これらの規定や取扱いは、消費税30条における「事業として」の解釈として、個人事業者には「家
事費」に該当するものとして税額控除を認めないとする取扱いとの関連を示唆するものである。た
だし、その範囲は消費税法と所得税法とで異なっている。
3．3．法人税法の関連規定
　法人税法には、所得税法の家事費に関連した経費控除の制限に類似した規定は存在しない。ただ
し、法人の支出のすべてを損金として認めるのではなく、第22条（各事業年度の所得の金額の計算）
で所得計算の基本原則を規定したうえで、別段の定めとして第34条（役員給与の損金不算入）や第
37条（寄付金の損金不算入）あるいは租税特別措置法61条の4（交際費等の損金不算入）などの規
定を設けて、損金算入に制限を設けている。
　ところで、このように、法人税法では給与、寄付金、交際費等といった法22条の別段の定めとし
ての損金算入制限の規定が広範に設けられているにも関わらず、消費税法では、こうした法人税法
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の規定に対応する規定が存在しない点が注目される。例外的に役員への資産の贈与および低額譲渡
の場合が規定されているに過ぎない。こうした例外的に規定されている役員への資産の贈与（ある
いは、低額譲渡）であるが、これは、法人税法34条1項が役員への給与を原則として損金不算入と
していること、役員への資産の贈与は現物給与として損金不算入となる可能性が高いこととの関連
性を指摘することができる。以上を考慮すると、法人税法において損金算入が認められない場合の
うちの一部が消費税法に取り込まれ、課税対象に含めることとされたものと考えらえる。
3．4．平成元年から2年にかけての税制改正の動き
　平成元年から平成2年にかけての税制改正のテーマとして、消費税に関連して、事業用経費につ
いての仕入税額控除の制限が取り上げられている。この改正の動きは、食料品に対する軽減税率の
適用が話題となった時期において、軽減税率導入に伴う歳入の減少に見合う歳入の増加を図ったも
のと言われているが、結局は、食料品等の軽減税率と交際費等の税額控除否認はいずれも成立する
ことなく、この税制改正の議論は終結している。
　改正の経緯をみると、次のとおりである（前記の吉牟田教授の資料を参考としている。）
　自民党の平成元年12月の「消費税の見直しに関する基本方針」は、次のように述べている。
　「（3）個人消費と同様の性質を有する事業用経費についての仕入税額控除の制限
　　次に掲げる支出に係る事業者の仕入税額控除を認めないこととする。
　　　1．交際費等の支出
　　　2．一定の乗用自動車の購入費、賃貸料等（一時的に借り受ける場合等の料金を除く。）」
改正理由は、次のとおり説明されている。
「第3に、個人消費と同様の性質を有する事業用経費について、消費者の負う消費税の負担とのバ
　ランスを考慮し、消費者の不公平感の軽滅を図るための政策的措置として、消費税の仕入税額
　控除を認めないこととした。」
　この内容は、平成2年度の政府税制調査会答申に盛り込まれている。
　その後、税制改正案では、自動車関係の税額控除の制限が2分の1控除に修正されている。
　なお、最終的には、平成2年5月の国会で成立した法案からは、食料品の非課税案とともに仕入
税額控除制限案は削除されている。
　以上のとおり、一部の支出について仕入税額控除を制限することの趣旨が、消費税における不公
平感の除去と税負担のバランスを確保することにあったことを窺い知ることができる。
　なぜ、税額控除の制限の候補として交際費等と乗用自動車だけが取り上げられたのかは必ずしも
明確ではないが、当時の主税局長の発言などから、欧州等における税額控除の制限の状況を参考と
したものと考えられる。
3．5．現在の検討状況
　平成12年7月に発行された「わが国税制の現状と課題　一21世紀に向けた国民の参加と選択一」
と題する税制調査会の報告書における消費税に関する記述（233頁～266頁）をみても、事業経費の
控除制限に関する記述は見当たらない。したがって、現状では、筆者の知る限りにでは、少なくと
も当面の税制改正のテーマとしては、忘れられた課題となっているではないかと考えられる。
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3．　6．　iJx｝舌
　以上のとおり、法律の条文上は、物品やサービスの購入（仕入）において「事業として」として
行われたものに限定して税額控除の対象となるのであるが、この文言の通達上の解釈は個人と法人
とで大きく異なっている。
　すなわち、個人事業者については、「事業として」の意味を、事業者であっても家事費の支出があ
ることを前提として、「事業として」の文言の効果として家事費に該当するものは税額控除の対象と
しないものとして取り扱われている。なお、購入の段階で家事費以外であって税額控除を認められ
た資産については、4条4項1号により、家事目的に転用されたことを条件として、特例として課
税対象に含めることとされている。
　他方、法人については、通達上、事業者には非事業目的の支出はないことが前提とされている。
すなわち、法人の場合には、すべての購入が「事業として」行われたものとして、そのすべてにつ
いて税額控除が認められる。ただし、その購入した資産がその後に役員に贈与された場合に限り、
特例として、みなし売上として課税売上げに含めることとされている。
　消費税導入直後の一時期に、食料品への軽減税率適用とセットの形式で、交際費等や乗用自動車
について税額控除の制限の動きがみられたが、その後、この問題は、政府の税制調査会などで議論
の対象とされることなく、今日に至っている。
4．分析・検討
4．1．消費税法の税額控除の仕組み
　第3章で消費税法の関連規定をみたところであるが、そのうちの税額控除に関連した取扱いを整
理すると、次のとおりである。
　消費税法30条の条文上は、個人、法人を問わず、物品またはサービスの購入段階で、まず、事業
目的か非事業目的かを区分する。事業目的に限り、すなわち、事業として購入した場合に限り、税
額控除が認められる27）。ただし、実際にこうした区分が行われるのは、個人事業者に限られ、法人
はすべてが事業目的で購入されたものとみなされる。また、個人事業者の場合における非事業目的
とは、家事費に該当する場合とされている。非事業目的で購入したもの、すなわち、個人事業者が
家事費として支出したものについては、税額控除は認められない。
　購入後において、事業目的で購入した資産を非事業目的に転用した場合について、税額控除の事
後的な調整は予定されていない。また、購入後において、事業目的に転用した場合についても、事
後的な調整措置は規定されていない28）。
　ただし、一定の場合、すなわち、4条4項に該当する場合には、売上があったものとして課税対
象に含めることとされている。具体的には、個人事業者の場合には家事目的での使用の場合であり、
法人の場合には役員への贈与の場合である。
27）なお、課税対象外の取引や非課税に該当する取引については、税額控除の対象から除外される。また、非課
　税売上げに対応する課税仕入れにかかる消費税についても、税額控除は認められない。
28）課税目的と非課税目的の間での転用について、法34条と法35条に調整規定が設けられていることは、前述の
　とおりである。
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4．2．消費税法4条4項の意味
　消費税法4条4項については、形式的にはみなし売上の規定であるが、実質的な機能からは、既
に税額控除の権利を行使した資産について、その後の事情を考慮して、税額控除の取戻しを図った
事後的な調整規定とみることも可能である。すなわち、税額控除を事後的に調整する措置と同様の
効果が期待できるからである。
　法4条4項に関する論点を整理すると、次のとおりである。
　法人である事業者が資産を購入した場合および個人事業者が事業として資産を購入した場合に
は、まずは、税額控除が認められる。その後に、当該資産を一定の目的で処分した場合には、既に
行われた税額控除を事後的に否認（調整）する方法と当該処分を新たな課税売上があったとみなす
方法が考えられるが、消費税法は後者の方法を選択したものと考えられる。なお、EUのVATに
も類似の取扱いがあり、かつ、その適用範囲がわが国の消費税よりも広いことは、前述のとおりで
ある。
4．3．消費課税における基本的な論点の検討
　消費税と事業目的の関係を検討するために、消費税法の規定を離れて原点に戻り、「消費課税とは
何か」あるいは「消費課税のあるべき姿」について、ここでいくつかの視点から検討を試みたい。
ここで取り上げる視点は（あるいは、消費税に対する現行の取扱いに対する疑問は）、次の3点であ
る。
　一つには、消費税は「消費」に対する税であり、ひろく「消費」に対して課税されるべき税であ
るとの原則である。この原則を今一度、思い起こす必要がある。事業者も、消費者としての一面を
有しているではないか、事業者は消費に対する税を免除されているといえるのか、という疑問であ
る。
　二つには、消費税は間接税である、ということである。すなわち、消費税の納税者である事業者
は、いわば、消費税の徴収代理人であり、そうした機能を果たすことが求められている29）。事業者
は、所得税や法人税のように全人格的に課税されるのではなく、税の徴収者としての機能を果たす
ことが求められるだけである。消費税は、人税ではなく、物税である。この点で、事業者が負担し
ている義務は、所得税法が規定する源泉徴収義務者の義務に類似したものと言える。したがって、
所得税法における個人、あるいは、法人税法における法人にかかる課税範囲の概念をそのまま消費
税においても類推して利用することには疑問がある。
　三つには、個人と法人とで取扱いの区分する理由があるのか、ということである。事業者は徴収
代理人としての機能と果たすことが求められているにすぎず、消費税法において、事業者を個人と
29）EUのVATに関連した記事で、　VATの納税義務者である事業者を税の徴収者として表現している例をあげ
　ると、最近のものとしては次のものがある。訳すると、「したがって、…　、（VATの徴収者としての）事業
　者と税務当局との間の対話の強化が望ましい」。
　Han　Kogels“The　European　Commission’　s　Green　Paper　on　VAT”International　VAT　Monitor　May／June
　2011，p143
　　“Therefore　，1　am　in　favour　of　strengthening　the　dialogue　between　businesses（as　VAT　collectors）and　VAT
　authorities，　。　。　・“
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法人とで区分し、その税額控除の範囲に差異を設ける合理性があるのか、という疑問である。
　以下、こうした3つの視点あるいは疑問にそって、分析と検討を進めてみたい。
4．4．課税主体と事業目的
　消費税の納税義務者の特徴は、消費税が間接税とされていることからも明らかなように、自らは
消費税を負担せず、消費者から価格の一部として税を受け取り、受け取った税を国庫に納付すると
いうものである。これは、いわば、消費税の「徴収代理人」としての役割を果たすことが求められ
ていることを意味する。この点で、所得税法における源泉徴収義務者の役割と類似する。源泉徴収
義務者は、本来の意味で納税義務者ではないが、一定の支払いを行う場合には、税を天引きし、国
庫に納付することが求められている。すなわち、源泉徴収義務者は、所得税や法人税の本来の納税
義務者と異なり、全人格的な意味で課税対象とされるのはなく、また、税の負担能力を問われるわ
けでもない。法が定める事務処理を行うことが求められているに過ぎない。消費税の場合には、物
品またはサービスの供給を行った場合に、顧客から税を上乗せして受け取り、税を国庫に納付する。
源泉徴収義務者との相違点は、税のカスケードを防止する目的から30）、課税売上に対応する課税仕
入れにおいて負担した税の税額控除が認められていることである。そして、このことは、必ずしも、
「事業者は消費税を一切負担しなくてもよい」ということを意味しない、と考える。事業に直接関係
のない支出あるいは私的な性格を有する支出についてまで、消費税が免除されると考えることは行
きすぎである。
　事業者にとって、消費税の徴収代理人としての役割は、事業者の活動全体の一部に過ぎない。消
費税法において用いられている「事業として」の文言の意味は、「事業者が消費税の徴収代理人とし
ての役割を果たす場合」を指すと考えるべきではないか。そして、それ以外の場合には、税を免除
される理由はないのではないか。
　換言すると、個人、法人を問わず、事業者も最終消費者として税負担をすることがあることを正
面から認め、その課税される範囲についてのル・一一一ルを作成すべきであると考える。
　欧州で統一したルールとして税額控除の制限の範囲が承認されないのは、全員一致の原則が採用
されているために、各国の実情（社会慣行やビジネス慣行など）が相違することから、共通化が困
難であることを反映したものである。わが国は、EUのような特殊な困難性はなく、わが国の実情
に合致した基準を設けることは可能であり、かつ、有意義であると考える。
4．5．課税範囲（税額控除）と事業目的
　消費税は、「消費」に対する税であり、「消費」への公平な課税が求められる。事業者が、消費者
に比べて、消費税の負担面で、合理的な理由なくして有利に取り扱われるべき理由はない。事業者
としての資格を有している者とこうした資格を有していない者との間で、不公平があってはならな
い。課税されるべき消費の範囲は、消費者と事業者は、基本的には等しいものであるべきである。
　また、このことは、事業者間の競争中立性の面でも重要である。事業者が行う任意的な行為（贈
与、現物給与、贅沢）の結果として、消費税の負担に差異が生ずることは、事業者間での競争上の
30）消費税のような取引のすべての段階で課税をするVATタイプの間接税では、必然的に、同一の物品または
　サービスが流通段階で取引が連鎖的に繰り返されることにより、税の重複、すなわち、カスケードが発生する。
　こうした税の重複を除去することが税額控除の役割となる。
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歪みをもたらすことになろう。さらに、事業者の購入における全面的な税額控除の容認は、租税回
避の誘因となりうる。
4．6．前段階税額控除の意味
　前述のとおり、消費税における税額控除は、多段階税であることから生ずるカスケード（税の重
複）の防止を目的としたものであり、事業者を消費税の負担から解放することを目的としたではな
い。言い換えると、事業者において徴収代理人として必要な税額控除が認められるに過ぎない。こ
うしたカスケード防止の必要を超えた控除は認められるべきではない。事業者による任意的な支出
にまで控除を認める場合には、その税額控除は事業者に対する合理的な理由のない優遇措置となろ
う31）。
4．7．「事業として」の直接税と間接税での違い
　直接税である所得税や法人税においては、それらの税が人税であることからも、納税者の総合的
な担税力の対象としての「所得」の把握と測定が目標となる。したがって、納税者の活動の全体を
とらえることが必要である。すべての収入および支出が「所得」の大きさを測定するための材料と
なる。これに対して、間接税の場合には、納税義務者である事業者本人の担税力は無関係であり、
あくまでも、税の徴収代理人としての機能や役割を果たすことが求められている。物品やサービス
の購入者から代金の一部として税金を受け取り、これを国庫に納付することがその役割である。こ
の点で、間接税の納税義務者が源泉徴収税義務者に類似していることは前述のとおりである。問題
は、消費税には、購入した物品やサービスで負担した税にかかる税額控除の範囲をどうするか、と
いうやや面倒な側面が加わることである。この税額控除の捉え方において、わが国の従来の取扱い
において混乱があるではないか、そして、こうした混乱の原因のひとつが、所得税法や法人税法に
おける事業経費の解釈を安易に類推適用していることにあるのではないか、と考える。
　要するに、所得税や法人税では、納税者の所得を測定する目的から「事業として」の範囲が定ま
るのに対して、消費税では、徴収代理人としての機能およびカスケードの防止の観点から「事業と
して」の範囲が定まることになると考える。そして、その結果として、事業者の消費は、税額控除
の対象から除外されるというプロセスを経ることにより課税されると考える。
4．8．事業者における人格の二重性（仮説）
　ここで、筆者の仮説を述べてみたい。それは、消費税において、事業者は、徴収代理人と消費者
の二重性（二重人格）を有している（これに対して、所得税や法人税において、事業者は、全人格
的に納税義務者となる。）、ということである。徴収代理人として活動する部分は「事業として」に
該当するとして消費税の負担を免除されるのに対して、消費者として活動する部分は「事業として」
に該当せず、消費税の負担が免除される理由がない。
　このことは、次のことを意味する。すなわち、物品やサービスの購入の目的が事業目的である場
合には税額控除が認められ、非事業目的である場合には税額控除は認められない。なお、物品やサー
31）徴収代理人としての事務負担に配慮する、あるいは、納税事務の簡素化に資する、との観点から現行制度を
　支持する意見があるかもしれない。しかしながら、源泉徴収義務者との対比からしても、合理的な理由とは考
　えられない。
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ビスの購入の後において当該物品やサービスの利用目的に変更があった場合には、当初の税額控除
の取戻し（調整）を行われるべきである。なお、「みなし売上げ」としての課税対象に含めることが
妥当な場合（たとえば、事業者が製造した商品のように、事業者の付加価値が加わる場合など）に
は、課税売上に含めるという方式が適切であろう。
　我々は、ともすると、「消費税は最終消費者のみが負担し、事業者は負担しない」という消費税を
説明する際の決まり文句（ロジック）にとらわれる傾向がある。この決まり文句は必ずしも誤りと
は言えないが、事業者が事業目的以外の活動を行わないケースを想定したものであり、過度に単純
化された表現である、と考える。
4．9．個人と法人を区分して扱うことへの疑問
　前述のとおり、消費税における事業者には、消費税の徴収代理人として役割が求められているに
過ぎず、事業者が個人であるか法人であるかにより、課税上の取扱いあるいは課税範囲が異なると
いうことは、本来、あってはならないものである。
　事業者は、個人であるか法人であるかを問わず、消費税の面では同一に取り扱われるべきである。
これは、源泉徴収義務者が個人と法人で取扱い上の区別がないのと同様である。
　ただし、個人事業者の場合には個人事業者本人（生計を一にする家族を含む）のための消費があ
るのに対して、法人の場合には法人自身の消費があるのかという疑問があり、この点に着目すると、
相違があると言えるかもしれない。この点については、事業者の消費を、事業者本人の消費と事業
者の関係者の消費に区分することで説明可能と考えるが、後述する。
4．10．購入目的が不明確な場合
　消費税における「事業として」あるいは、「事業目的」の文言の機能は、これを物品またはサービ
スの購入の面で考えると、徴収代理人としての役割を遂行するうえで必要不可欠なものに限り税額
控除が認められることを意味すると解すべきである。言い換えると、任意性の高いもの（典型的に
はぜいたく品など）は、税額控除の対象とすべきではない。
　しかしながら、当然のこととして、物品やサービスの購入には、必要性の高いものから任意性の
高いものまで様々なバリエーションがありうる。したがって、実際の線引きには困難を伴うことが
予想され、一定の基準を設けるなど、区分のための工夫が必要となるであろう。
　ただし、本稿は、事業目的と非事業目的との問で明確な線引きをすることを目的とするのではな
く、あくまでも、従来の見方に疑問を提起し、発想の転換の必要性を論ずるものである。
4．11．小括
　本章では、いくつかの視点から、現行の消費税における取り扱いの現状と問題点を検討した。消
費税の特徴を考察すると、所得税や法人税と同様に事業目的の範囲を捉え、その類推から「事業と
して」の文言を解釈し、税額控除の範囲を決定することには疑問があることを明らかにした。
　次章では、さらに、議論を混乱させる原因のひとつとなっている「事業者の消費」の概念につい
て、さらに検討を進めてみたい。
5．事業者の消費とは何か
本章では、事業者の消費に対する課税の意味について、前章の議論を受けて考察を継続すること
会計論叢第7号 一38一
としたい。ここで考察のポイントのひとつは、事業者の消費の意味を理解するうえで、それが「事
業者本人の消費」と「事業者の関係者の消費」の二種類の消費から構成されていることを認識する
ことが有益ではないか、ということである。従来の議論では、ともすると前者の消費だけに関心が
向けられ、後者の消費が無視されていたのではないかと考える。なお、ここでの事業者本人には、
個人事業者における事業者と生計を一にする家族を含むものとし、事業者の関係者には、個人であ
るか法人であるかを問わず、役員（法人の場合のみ）、従業員（使用人）、取引先、無償で贈与を受
けるなどの利害関係者を含むものとする。そして、こうした「事業者の関係者の消費」の存在を明
確に意識することが、事業者の消費の意味を検討し、問題の解決にひとつの方向を提供してくれる
ことになるではないか、と考える。
5．1．事業上の経費の取扱い
　VATタイプの間接税においては、　EUのグリーンペーパーも述べているように、事業者が仕入段
階で負担した税の税額控除の権利は尊重されるべきことは当然である。他方で、事業者の購入した
すべてについて税額控除が認められるべきでないことも認識する必要がある。わが国の消費税にお
いても、事業者の仕入のすべてについて税額控除が認められているわけではなく、個人事業者と法
人でその内容は異なるものの、一定の制限が設けられている。
　制限の基準であるが、当該仕入れが「事業として」行われたものか否か、言い換えると「事業目
的」に該当するものであるか否かである。
　ここで考えるべきポイントのひとつは、所得税や法人税における「事業上の経費」の概念を、そ
のまま消費税における税額控除の範囲を限定する目的で使用することが妥当か、ということである。
なお、実際上は、役員給与、寄付金、あるいは交際費等の別段の定めがあることから、法人税にお
ける損金の範囲よりも、消費税における税額控除の範囲のほうが広くなっている点にも注目すべき
である。
　次に検討すべきポイントは、資産として計上されているものの取扱いである。所得税や法人税で
は購入したのちに、必要経費や損金とされずに資産として計上されているものが、消費税では直ち
に税額控除することが認められている。こうした即時償却は現在の消費型VATタイプの間接税の
特徴であるが、これは特別の権利をいえるものではなく、一種の計算上の簡便法と考えるべきもの
と考える。課税売上との対応関係があって初めて税額控除が認められるからである。したがって、
購入した資産の使用目的がその後に変更された場合には、税額控除の権利は影響を受けることとな
る。
5．2．事業目的という文言の役割
　事業者においても、個人・法人を問わず、消費税を負担すべき支出があることを認識し、そのう
えで、税額控除の対象とならない支出の範囲を可能な限り明確に区分するよう努めるべきであると
考えるが、その場合の区分におけるキーワードが「事業目的」（あるいは「事業として」）である。
　大まかな仕組みとして、次のことが考えらえる。
　物品やサービスの購入について、経費の支出と資産の購入に区分する。
　経費の支出については、支出と同時に消費も完了することから32）、その支出の時点で、事業目的
であるか、非事業目的であるかを区分し、税額控除の可否を決定すべきである。なお、この区分は
必ずしも容易ではないので、何らかの基準を設けることが望ましい。
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　資産の購入については、その支出の時点で事業目的か非事業目的かを判断して税額控除の可否を
決定するとともに、資産の消費の継続的性格を考慮し、事後的な調整措置を用意すべきである。例
えば、事業目的として購入し税額控除を行った資産について、その後に贈与などが行われた場合に
は、税額控除の取戻しがなされるべきである。
　以上により、個人と法人を通じた、全体として整合性のとれた消費に対する課税が実現する。事
業目的と非事業目的（私的目的）との区分については、事業の遂行に必要不可欠なものであるか、
それとも事業者本人およびその関係者の便益の享受をもたらす任意的なものであるかが区分の基準
となるべきである。両者の目的が混合したものも想定されるが、それについては何らかの工夫が必
要となる。なお、この基準は、所得課税における必要経費や損金の基準とは必ずしも合致しないで
あろう。
　以上により、法4条4項のみなし規定は、基本的には不要となる33）。ただし、資産の取得後にお
ける利用目的変更に伴う仕入税額控除の調整規定を設けることが必要である。
　以上が試案であるが、これにより、消費税法に規定されている「事業として」の文言の本来の趣
旨が生きることになると考える。
5．3．事業者における消費の構造について
　以上の検討を踏まえ、本節では、論点を明確にするために、「事業者の消費とは何か」、について
若干の考察を試みることとしたい。ここでの工夫は、消費税の事業者の消費について、これを事業
者本人の消費と事業者の関係者の消費の二つに区分することである。
　以下、分析のために、事業者の支出を、事業目的との関連で次のAからCの3種類に区分してみ
ることとする。
事業者の支出の区分
　A：事業者本人（個人事業者の場合には、本人のほか生計と一にする家族を含む。法人の場合
　には、役員を事業者本人と考えることも可能であろう。）に関係した消費的支出
　B：事業者の関係者にかかる消費的支出
　C：支出全体からAとBを除いたもの
　Aは、事業者本人に直接関係した支出である。個人の場合には、事業者本人と家族のための消費
であり、所得税法における家事費に相当する。法人の場合には、法人そのものに消費があるのか、
という疑問が生ずる。法人が擬制であるか否かの議論もあるが、ここでは、こうした議論に入るの
は避け、取りあえず、法人そのものに消費はないものとする34）。
　このAは、現行の消費税法の執行においても、「事業として」に該当しないものとして、税額控除
32）ただし、経費やサービスであっても、その効果が長期間継続するものがあり、その場合には資産と同様の調
　整のための考慮が必要である。
33）ただし、事業者において大きな付加価値を加えた物品やサービスが提供される場合には、税額控除の否認の
　方法よりもみなし売上の方法のほうが、公正な課税という面で適切といえる。
34）なお、法人の役員の消費については、個人事業者の場合のアナロジーとして事業者本人の消費と考えること
　が可能かもしれない。
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は認められていない。ただし、事後的に目的変更があった場合には、4条4項1号を通じて、みな
し売上というテクニックを通じて、実質的に、事業目的に該当しないものとされ、当初の税額控除
の取戻しが行われることになる。
　Bは、事業者の関係者に関連した消費である。法人であれば、役員や使用人、さらに取引先や寄
付の相手方などの消費が考えられる。個人事業者においても、従業人や取引先、寄付の相手方など
の消費が考えられる。交際費等の支出、従業員慰安旅行、フリンジベネフィット、関係者への贈与
などであり、さらに、贅沢な宿泊設備、高級な乗用車、高級な装飾品なども、Bに含められる。レ
ジャー施設や職員宿舎なども、Bの消費的支出と考えられる。具体的に如何なるものと課税すべき
消費として取り込むかは、次の段階の課題であり、本稿では取り上げない。本稿が目的とするとこ
ろは、事業者にも課税対象となるべき消費支出があることを明らかにすることである35）。
　Bは、わが国では、「事業として」に該当するものとして、原則として税額控除が認められている
と考えられる。ただし、役員に対する贈与だけは、法4条4項のみなし売上というテクニックを通
じて、実質的に（あるいは、結果的に）、事業目的に該当しないものとして、税額控除が否認するこ
ととされている。これは、いったん事業目的として税額控除が行われ、その後に、非事業目的に転
用された場合の税額控除の取戻しとみることが可能である。
　なお、役員への贈与について、税法はこれをBではなくAとして、すなわち、役員への贈与は事
業者本人への贈与として、個人事業者の事業者本人を対象とした場合の取扱いに準じて課税売上に
含めていると考えることもできよう。
　Cは、AまたはB以外の目的での支出である。原則として、事業目的の支出とされ、当然のこと
として税額控除が認められる。なお、この事業目的の支出は、事業者に非課税売上がある場合には、
課税売上対応のものと非課税売上対応の区分が必要となるが、これは現行法において区分のための
仕組み（課税売上割合を用いた仕組み）が既に用意されている。
　したがって、Aについて事業目的に該当しないことは明白であり、　Cが事業目的に該当すること
が明らかであるとして、問題はBの取扱いとなる。
　直接税では、直接税の課税目的から、Bの支出について、事業経費として控除可能性が判断され
ることになる。所得税では、必要経費該当性、法人税では損金算入の当否が判断される。
　消費税では、消費税の課税目的から、Bの支出について、税額控除の適用可能性が判断されるべ
きである。そして、それは、「消費」の概念から判断されるべきである。すなわち、直接税において、
事業目的の支出と判断される場合であっても、消費税では、課税対象となる消費としての支出と判
断される場合があると考える。そして、こうした課税対象とならない消費について、これを「事業
として」あるいは事業目的による支出（物品・サービスの購入）と定義し、税額控除を認めている
のではないかと考える。
　また、購入段階でCであると判断され税額控除が認められたものの、事後的にCからAまたは
Bへの転用が行われた場合には、当初の税額控除の取戻しが行われるべきである。逆に、購入段階
ではAまたはBであって税額控除が認められなかったものの、事後的にCに転用された場合には、
35）一般の消費者が消費目的で購入する物品やサービスは、事業者が購入した場合にも、消費として課税対象と
　なるべきものと考える。ただし、厳密に区分することが困難な場合も想定される。たとえば、乗用自動車は、
　事業上不可欠な場合と贅沢な支出に該当する場合とが考えられ、線引きは容易ではない場合がありうる。自動
　車の種類に基づいた取り扱いの区分が有効かもしれない。
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転用の時点で税額控除が認められるべきである
　以上のとおり、法4条4項は、現行法では特例としての取り扱いであるが、むしろ、これは原則
的な取り扱いとみるべきである。ただし、実務的な処理の簡便性（あるいは、課税上の重要性など）
を考えて、一定の処理基準を設けることは有益であろう。
　これまで論じたように、消費税は、所得税や法人税のような所得に対する税ではなく、消費に対
する税であることから、支出による便益の享受（消費）の事実の有無を判断したうえで、税額控除
の範囲を再検討すべきである。現行の制度（執行）は、「事業者の関係者による消費」が、「事業経
費」としての支出であるとの名目のもとで優遇され、不公平あるいは中立性に反する事態を招いて
いると思われる。
　以上の事業者の関係者による消費についての議論を整理すると、次の通りである。
　事業者の関係者による消費の特徴は、支出主体と消費主体の分離にある。例えば、法人による役
員のための資産購入を例にとると、資産を購入したのは法人（事業者）であるのに対して、資産を
消費したのは役員（関係者）である。なお、個人事業者の場合における家事費については、事業者
本人が支出しかつ消費することから、支出者と消費者の分離といった問題は生じない。また、事業
目的で購入した資産の関係者への贈与については、資産を購入したのは事業者であるが、その消費
は事業者の関係が行ったものと考えることができる。さらに、所得課税と消費課税における「事業
目的」の相違にも触れると、所得課税における事業目的は、課税対象たる所得を計算するうえで、
控除可能な事業経費の範囲を導くための基準ないしは概念であるが、消費課税における事業目的は、
課税対象となる消費を取り出すための間接的な基準ないしは概念である、と考えられる。
5．4．消費課税における「消費」の再検討
　ここで、課税対象としての「消費」について、基本にかえり、消費課税の仕組の観点から議論し
てみたい。
　消費課税では、税法の条文において、「消費」そのものが課税対象とはされているわけではない。
この点は、所得課税における「所得」とは大きな相違点である36）。しかしながら、税額控除が認めら
れる範囲を決める必要性から、結局は、課税対象としての「消費」を明確にする必要が生じている。
この点が、従来の議論において、無視ないしは軽視されてきているように思われる。すなわち、事
業者（特に、法人の場合）に消費はなく、非課税売上がある場合を除き、税額控除を制限する理由
はない、とする考え方が一般的であったように思われる。
　本稿が取り上げようとしている「消費」についての新たな論点は、次のとおりである。
　第一の論点は、所得課税において言及される「消費」の概念と、消費税が課税対象としようとし
ている「消費」とが同一か、それとも異なるものか、という議論である。
　所得課税において、所得は「消費プラス純資産の増減」として示されることが一般的である。こ
こでの「消費」が何を指すかは必ずしも明確ではないが、所得を算出する過程で用いられる抽象的
な概念ではないかと考えられる37）。佐藤英明教授が例としてあげておられる「グルメ探偵」の小説
家の「食べ歩き」の費用であるが、所得税では、必要経費となり、結果として、消費はないことに
なりそうである。しかしながら、消費税においても、同様に消費がないと考えてよいのであろうか。
これが本稿の基本的な問題提起である。「食べ歩きのための食費」は、明らかに、消費課税の観点か
36）条文上、所得が課税対象とされている。
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らは「消費」であり、課税対象となりうる、と考える。
　消費課税での「消費」の有無の判断に当っては、所得課税におけるように、事業上の経費該当性
のような抽象的で観念的な概念を持ち込むのが妥当か疑問である。それはより具体的で、物理的、
感覚的な現象ではないか。飲食やホテルでの宿泊を例にとると、こうした支出が接待交際費などの
事業上の経費や職員の福利厚生費に該当するか否かを検討するまでもなく（これらは、所得課税の
観点からの解釈に過ぎない）、端的に、消費課税における「消費」に該当すると考えるべきでないか。
　従来の消費税における「事業として」は、直接税における解釈の文脈、すなわち、事業経費の該
当性の観点に照らして議論されてきたように思われる。しかしながら、これは、間接税の観点から
の見直しが必要であり、「消費」に対する適切な課税の文脈で議論されるべきではなかろうか。なお、
既述のとおり、事業者の消費に対する課税は、消費税においては、税額控除の範囲の限定という形
式で現れる点に特徴がある。これが議論を混乱させるひとつの原因となっている。
　第二の論点は、物品税時代の間接税の負担と消費税時代の間接税の負担との比較からの議論であ
る。
　物品税の時代には、自動車や電機製品を中心として、ゴルフ用品からコーヒーまで、多数の物品
が課税物品表に掲げられ、課税対象とされていた38）。これらは、免税点による非課税や規格による
非課税39）が適用される場合を除き、個人、法人を問わず、それを購入するすべての者が税を負担し
ていた。例えば、事業者が課税物品を購入すれば、（当該事業者の事業に関連した特殊な機能をもっ
た物品を購入した場合を除き）、税込価格で購入し、税を負担していたのである。原則として、課税
物品を購入すれば、それは会社の経費の一部を構成し、税負担をしていたものである。それは、事
業者が、個別物品税である酒税、タバコ税、揮発油税を負担するのと同じことである。
　ところが、消費税の時代となると、事業者としての資格を有する者は、これまで負担していた物
品税の負担に相当する消費税の負担が免除される結果となっている。例えば、乗用車やテレビは税
抜き価格で購入が可能であり、事業者にとってみると、実質的に、消費税の負担が免除されている40）。
　こうした結果は、消費に対する課税として妥当であるのか、税制上、本当に意図されたものか、
37）佐藤英明『スタンダード所得税法（補正2版）』（弘文堂2011）246頁～251頁。
　　248頁では、「第一に、「消費にあたらない純資産の減少」を必要経費として扱おうとしても、「消費」という
　のは現実には多種多様であり、消費かそうでないかの境界を区別することは容易ではありません。」「このよう
　に、消費との区別を厳格に行い、かつ、特定の所得類型との結びつきを明らかにする必要があることから、必
　要経費は、所得を得るための特定の経済活動（所得稼得活動）との結びつきによって判断すると理解されてき
　ました。」と記述されている。
　　250頁では、「家事費というのは、消費のための支出を指す用語である。消費に当たる支出が必要経費にあた
　ることはありませんから、所得税法が家事費の必要経費不算入を定めている点は、確認的規定であると解する
　ほかありません。
　　なお、家事費と必要経費の区分は場合によっては非常に困難です。たとえば、「食費」は典型的な家事費であ
　る。しかし、「グルメ探偵」が活躍する推理小説を書く作家の「食べ歩き」の費用や、プロのスポーツ選手が普
　通の人より大量に食べる食事の費用の追加部分などを考えると、これらのすべてが消費のための家事費であっ
　て必要経費に入る部分はない、とは断言できないでしょう。これらは、ケース・バイ・ケースに、その支出と
　収入の結びつきの強さや支出の客観的必要性などから、必要経費にあたるかどうかを判断する必要がありま
　す。」と記述されている。
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これまで十分には検討されてこなかったように思われる。なぜ、同一の物品を購入した場合におい
て、物品税は事業者の負担となっていたにもかかわらず、消費税は事業者の負担とならないのか、
という疑問である。単に事業者であることが税負担を免除される理由となるとは考えられない41）。
　本節の議論は、消費課税における「消費」とは何かについて、基本に立ち戻って再検討する必要
性について言及したものである。
5．　5．　・小｝舌
　本章では、事業者の関係者のために行った支出の取扱いに焦点をあてて議論を進めた。こうした
支出は、所得税や法人税では「事業目的の経費」として、原則として必要経費あるいは損金とされ、
38）ファイナンス別冊「間接税の現状」（昭和62年　大蔵財務協会）90頁～
　　昭和61年度の課税物品を示すと次のとおりである（92頁）。なお、昭和61年度の物品税課税額の合計は1兆
　6501億円であり、そのうちの75％は自動車と電気製品からの税額であった。
　　　　　　第1種物品（納税義務者は、販売業者）
???????貴石・半貴石、貴石・半貴石製品、貴石。半貴石を用いた製品
真珠、真珠製品、真珠を用いた製品
貴金属製品、金・白金を用いた製品、貴金属のめっき張り製品
べっこう製品、さんご製品、こはく製品、ぞうげ製品、しっぽう製品
毛皮製品
繊維製の調度品
　　　　　　　第二種物品（納税義務者は、製造者）
　　　　　　　　7　自動車類及びその関連製品
　　　　　　　　8　舟艇類、及びその関連製品、娯楽用品、スポーツ用品、遊戯具類
　　　　　　　　9　電気、ガス、液体燃料器具類
　　　　　　　　10　テレビジョン受像機、音響機器、これらの関連製品
　　　　　　　　11　楽器及びその附属品
　　　　　　　　12　写真機類、映写機類、これらの関連製品
　　　　　　　　13　家具類
　　　　　　　　14　時計類
　　　　　　　　15　喫煙用具、かばん、トランク類、袋物類
　　　　　　　　16　化粧品類
　　　　　　　17　飲料類、飲料用のし好品
39）前掲書99頁は、「規格非課税制度は、課税対象として掲名された物品のうち、特殊な性状、構造又は機能を基
　準に産業、経済上の見地や一般消費者対策の見地から物品税を課さないこととしている制度であり、前述の免
　税点制度と同様に物品税の課税対象の選択基準としての性格を有するものである。」と記述している。
　　例えば、業務用と考えられる大型の冷蔵庫が規格非課税の例示として掲げられている。
40）平成2年度の税制改正案において乗用自動車が税額控除の制限の候補されているのは、事業者による税負担
　という考え方があったのではないか、と推測される。
41）現行制度化でも、根拠となる税法は異なるが、同じ間接税である酒税やたばこ税、揮発油税は、消費者のみ
　ならず事業者によっても負担されている。
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別段の定めなど例外的なケースにおいて経費性や損金性が否認されている。消費税においても、
こうした所得税や法人税の考え方を踏襲し、事業者の関係者のために行われた支出は、原則的には
「事業目的」に該当し「事業として」支出されたものとして、税額控除が認められている。例外的に、
個人事業者の場合に限定して、事業者本人のための支出に限り事業目的であることが否認され、税
額控除が不適用となっている。結果的に、こうした場合に限り、事業者の消費が課税されている。
　しかしながら、「消費に対する間接税」としての消費税の性格を考慮すると、むしろ、事業者の関
係者のための支出も、原則として、消費として課税対象とすべきものと考える。この点で、わが国
の消費税法とその実務は、所得税や法人税の課税実務に引きずられたものではないかと思われる。
　現行法においても、「事業として」の文言の解釈により事業者の関係者のための支出は「事業とし
て」に該当しないとして税額控除を否定することは不可能ではないと考えるが、条文の解釈上は必
ずしも明確ではないところがあり、かつ、これまでの実務上の取扱いも考慮すると、解釈論のみで
の解決は困難であり、法律の改正による明確化が望ましい。
　こうした文脈から、消費課税において、課税対象とすべき独自の「消費」の概念を設けるべきで
はないかとの提言を行った。
6．おわりに
　本稿は、消費課税における「事業目的」の意義あるいは役割に関する従来の通説とみられる考え
方に対して、再検討を試みたものである。
　わが国では、消費税の課税のあり方について、広く誤解が生じているように思われる。その誤解
は、大きくは、次の三つである。
　第一は、事業者は消費税を転嫁する者であって、みずからは消費税を負担する必要はない、とい
う誤解である。おなじことであるが、事業者には課税対象となる「消費」はない、との誤解である。
　第二は、個人と法人との間で、消費税法においても、所得税法における個人と法人税法の法人の
取扱いの相違を反映した異なった取扱いがあってもよい、との誤解である。
　第三は、所得課税における事業経費（必要経費あるいは損金）に該当するものは、消費税におい
ても、同様に（いずれも「事業目的」であるとして）税額控除が認められる、との誤解である。
　以上の誤解について結論として言及すると、ひとつには、事業者と消費者は二者択一であって、
いずれかに完全に区分されるとの前提的理解に問題があると考える。ここには、やや過度な単純化
がある。消費課税では、消費について誰もが等しく税を負担すべきである。ただし、消費課税では、
徴収代理人としての役割を担った者が事業者として存在し、そうした者は、消費者である一方で、
消費税を徴収し国庫に納付する機能を果たすことになる。いわば、事業者とは、消費者と税の徴収
者（徴収代理人）との二つの顔をもった者である。ただし、後者の役割を果たす際に、付加価値税
タイプの税にみられるカスケードの発生を防止するために必要な範囲内で購入にかかる消費税の税
額控除が認められている。ただし、このことは、必ずしもすべての購入について税額控除が認めら
れることを意味しない、と筆者は考える。
　ふたつには、事業者の消費は、事業者本人のための消費と事業者の関係者のための消費の二種類
の消費から構成されていることを認識することが有益である。そして、前者のみならず後者につい
ても、消費税の負担を求めることが公平の観点から妥当であると考える。これは、所得課税の面か
らは、事業経費に該当するとして費用や損金とされることがあるとしても、消費課税の面からは、
課税されるべき消費があると考えるからである。
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　なお、以上の考察の結果を実現させるとした場合、従来の取扱いの是正には、現行法の解釈から
は限界があり、立法上の手当てが望ましい。すなわち、従来の取扱いは、消費税法のいくつかの規
定において「事業として」の文言が用いられているが、「消費」を課税するための仕組みとしては不
完全なものである。したがって、規定の整備を先行させ、そのうえで、解釈と実務を是正していく
ことが現実的である。さらに、具体的にどこまでを「消費」として課税対象とするかについての議
論を開始すべきである。その際には、EUでのこれまでの議論や今後の動向が参考となる。
　本稿の結論を要約して述べると、事業者も、税額控除の制限という仕組みを通じて、その消費に
ついて消費税を負担すべきである、ということである。事業者であるという理由のみで消費税の負
担を完全に免除されるべき理由が見当たらないからである。
　なお、事業者の税額控除を悪用した租税回避の問題については、論点が分散し議論が錯綜するこ
とを避けるため、本稿ではあえて触れなかったことをお断りしておきたい。租税回避防止の観点を
も含めた議論は、今後の課題としたい。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以上
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